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１ はじめに
１９９０年代以降の低経済成長およびグローバルな大競争時代を迎え，日
本企業が競争力を発揮し，維持していく上で，より科学技術的な原理を
踏まえた高度な製品開発や新事業の創出が不可欠となっている。その担
い手の一端として高度な科学技術的知識を有する大学等における研究成
果の実用化に大きな期待が寄せられ，その結果産学連携が注目され，活
発化している１）。また企業でも，全て自前で開発するのではなく，外部
論 説
先行開発段階からの
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１）内外の大学，公的機関，企業等との研究協力の現状について，研究協力を
行った企業は８４．４％と，多くの企業で外部連携の経験がみられる。その中で，
企業による研究協力の相手先としては，国内大学との協力が８８．３％と最も多
く，産学連携の活発化していることが理解される。文部科学省科学技術・学
術政策局『平成１９年度民間企業の研究活動に関する調査について（概要）』２００９
年１月，１４頁。しかも産学連携では，基礎研究の段階から連携を開始した割
合は４８．３％と，他の外部連携先と比べて大学との連携では科学技術の原理を
追求する基礎研究の段階からの連携が多くなっている。文部科学省科学技術
政策研究所『平成２１年度民間企業の研究活動に関する調査報告』２０１０年８月，
１１６頁。また中小企業金融公庫の調査によると，産学連携を経験した中小企業
の５７％が１９９５年以降に連携の取り組みを開始している。なかでも大学での組
織的な産学連携の促進を図るTLO等の開設の始まった１９９８年度以降，はじめ
て産学連携を実施した中小企業が全体の４割近くに達していることや，８割
の中小企業が２０００年以降産学連携の取り組み実績をもつことから，中小企業
による産学連携の取り組みが近年活発化していることが分かる。中小企業金
融公庫調査部『中小企業にとって産学連携の現状と課題』２００２年２月，３３頁。
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の開発力を活用しながら得意分野に自社の開発資源を集中する「選択と
集中」が戦略的に行われている２）。とくにバブル経済崩壊後の低経済成
長の下で，既存の製品事業を打破するような新しい価値をもつ新技術や
新製品の開発が，しかも迅速な新製品の開発が求められる中で３），日本
企業は開発時間や開発コストのかかる，あるいは開発リスクの高い基礎
研究の見直しを進め，科学技術的原理の解明はもとより，測定や解析，
シミュレーションといった基礎的な技術開発の担い手として大学等の研
究ポテンシャルを戦略的に活用していく産学連携に関心を示すように
なっている。
確かに一方で，製品開発などにおいて産学連携が注目を集め，共同研
究などが活発に行われているが，他方で必ずしも産学連携を通してス
ムースに製品が開発され，新事業が創出されているとはいえない４）。そ
２）今後「特定分野の研究費の増額」により社内研究費の増加が見込まれ，他方
でまた今後「産官学連携の増加」により外部支出研究費の増加が見込まれて
いる。この社内研究費を特定分野へ特化し，他方で産学連携等により社外研
究費の支出を増やしていく研究費支出の動向からも，研究開発の集中と選択
の状況が窺われる。文部科学省科学技術・学術政策局，同上報告書，２頁。
３）製品を巡る国内市場の環境変化として，「品質の高まり」（４５．７％）や「ニー
ズの多様化」（４１．３％）の環境変化が強く認識されている。文部科学省科学技
術政策研究所『第２回全国イノベーション調査報告』２０１０年９月，２７頁。そ
れに対して製品等が利益をもたらす要因として，「競合品より技術的に優れて
いる」（５０．６％）と「他社に先駆けた市場化」（４６．３％）の要因が突出して高
く認識され，製品の競争力として技術優位性とスピーディな市場化が大きな
要因となることが分かる。文部科学省科学技術政策研究所，前掲『平成２１年
度調査報告書』，１１２頁。また技術の高度化に伴い，ここ５年間での新製品の
ライフサイクルが，とくに家電の５９．９％と高い短縮率を中心に全ての業種で
短縮しており，迅速な新製品の開発が求められることとなる。経済産業省他
『２００７年版ものづくり白書』２００７年５月，５４～５５頁。さらに科学技術政策研
究所による研究開発期間の調査においても，１９６０年代の６８．０カ月をピークに，
１９８０年代の４１．７カ月，２０００年代の２４．３カ月と研究開発の期間が短くなってい
る。また研究開発の終了から市場導入までの期間も，６０年代の２３．６カ月から
８０年代の２０．２カ月，２０００年代の１６．０カ月と同様に短くなっている。この調査
結果からも，迅速な研究開発と市場導入が求められることとなる。文部科学
省科学技術政策研究所，同上『平成２１年度調査報告書』，１０９頁。
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れは，一つに製品や技術開発に資する科学技術が高度，複合化し，より
原理・原則を踏まえた迅速な研究開発が必要となる中で，単に開発に必
要な研究成果を大学等に依存し，リニアの開発モデルに沿って応用開発
していく分担型の連携関係では，必ずしも十分な開発成果や事業競争力
をもたらすものでないことを意味する。それは，また新しい価値や意味
づけを必要とする製品や技術開発において，企業サイドで発生した課題
に対して，現在の分担型の連携関係では産学双方による開発ポテンシャ
ルのシナジーが十分に発揮されていないことを示唆する。したがって新
しい価値や意味づけをもたらす製品開発や新事業の創出に向けた産学連
携では，産学双方の開発ポテンシャルをその実現に向けて戦略的に活用
していくべき課題の発見を含めた研究テーマの策定段階からの，いわば
先行開発の段階からの連携関係のあり方が重要な課題となってくる。
そこで，本研究では企業の開発戦略における産学連携の現状と意義を
振り返りつつ，産学連携の中で，とくに産学双方の密接な協力関係の中
で研究開発を行っていく共同研究に焦点をあて，単に企業サイドで発生
した課題に対して大学へ研究資金を提供し，研究成果を企業が持ち帰り，
活用するテクノロジー・プッシュを前提とした分担型の共同関係の他に，
新たな価値や意味づけをもたらす開発コンセプトや事業戦略を実現する
ためにどのような研究成果を産出すべきか，またそのためにどのように
研究ポテンシャルを戦略的に活用していくのか，研究活動のスタートと
なる研究テーマの策定段階から産学双方が協力していく統合型の共同関
係の特質についてみていく。その上で，新製品の開発や新事業の創出に
４）産学連携の成果として，確かに一方で「事業化の成功」が４５．４％でみられる
が，他方で「事業化に至らなかった」（１７．６％）をはじめ，「製品開発に至ら
なかった」（１７．６％）や「開発途上にあり」（３０．６％）と，必ずしも全ての産
学連携でうまくいっているとはかぎらないことが窺える。東京商工会議所『中
堅・中小製造業における産学連携の取組状況に関するアンケート調査結果』
２００５年１２月，１１頁。
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向けてそうした特質をもつ産学共同研究をスムースに推進していく開発
マネジメントのあり方についてみていく。
２ 外部開発力の活用としての産学連携
 外部開発力の活用
企業競争力の源泉となる製品や技術開発では，それを担う研究開発部
門で技術シーズやニーズ情報を収集し，利用していくことが重要な役割
を果たすことは言うまでもない。ただし，高度な科学技術的知識を必要
とする新製品や新技術の開発に向けて必要な技術シーズやニーズ情報を
開発当初から全て保有することは困難であり，かつ効率的でもない。ま
た既存分野での開発の高度化は，相対的に同質の領域内での技術シーズ
やニーズ情報を獲得する傾向にあることから，既存の領域を越えた革新
的な製品開発や新事業の創出にとって異分野の情報収集や研究開発者と
の交流が必要となる５）。これは，新製品の開発など新しい価値の創出で
は，既存の研究分野の知見に基づくだけでなく，外部の異分野知識の触
発や融合を通して見出されるとも換言される。
また中長期のあるいはリスクの高い基礎的な研究成果に基づく技術や
製品開発に対しては，すべて自社のみで対応していくことは困難である。
例えば，光信号を直接増幅することから，大容量・高速・長距離光通信
システムを容易にかつ安価に実現し，インターネット等光産業を広く牽
引する画期的なエルビウム光ファイバ増幅器の古河電工による開発が，
５）異分野の知の融合が，イノベーション創成の大きな要因であることの指摘は，
横断型基幹科学技術研究団体連合『イノベーション戦略に係る知の融合調査
成果報告書』２００７年３月１５日においてみられる。あるいはイノベーション活
動に際して利用した情報の取得先として，「顧客」（４６．４％）や「供給業者」
（４６．０％）をはじめ，「競合他社」（２５．４％），「大学等」（２１．３％），「公的な研
究機関」（１７．１％）などの外部情報の活用がみられ，イノベーション活動に対
して異分野の外部情報の活用が必要となることが窺われる。文部科学省科学
技術政策研究所，前掲『第２回全国イノベーション調査報告』，５７頁。
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東北大学電気通信研究所の中沢教授による理論やアイデアなど基礎的な
研究成果の活用によって実現されたように６），あるいは基板表面を傷つ
けない低温で薄膜形成のできるCat-CVD技術の科学的原理の解明により
化合物半導体デバイス，有機デバイス，バイオデバイス，太陽電池など
の応用分野への広がりが期待されるように，基礎的な研究活動が得意で，
高度な科学技術的な知識を有する大学等の外部開発力を活用することが，
企業の合理的な開発戦略の一つとなっている。事実，図１の自己負担研
究費に占める社外支出研究費比率や社内使用研究費に占める受入研究費
比率の着実な増加という，研究費のフローからも外部開発力の活用の活
発化していることが理解される７）。
６）『古河電工ニュースリリース』２００９年６月２３日。第８回産学官連携推進会議，
http:／／www８.cao.go.jp／cstp／sangakukan／sangakukan２００９／index.html.
７）２００７年度での外部支出研究費について，今後「増加見込み」と回答する企業
（２３．６％）が，「減少見込み」と回答する企業（７．３％）を大きく上回り，企
業の研究費で今後外部支出の増加が見込まれる。文部科学省科学技術・学術
政策局，前掲『平成１９年度民間企業の研究活動に関する調査について』，２頁。
図１ 外部資金比率の推移
資料）総務庁統計局『科学技術研究調査報告』各年より作成。
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いずれにしても新製品のライフサイクルが短縮化し，開発や事業領域
が不透明となる中で，新しい価値の創造を主眼とする製品開発や新事業
の創出に対しては，異分野の，かつ高度の科学技術的な開発資源の制約
により全ての開発活動を自前で取り組んでいくことが困難となる。その
ため外部開発力の活用として，とくに基礎的な科学技術的知識を外部の
研究開発機関に求め，活用していくことが企業の開発戦略にとって必要
となってくる。
 産学連携の推進
 産学連携の現状と意義
企業が異質な技術を導入する場合，なかでも異部門の基礎的な研究ポ
テンシャルを活用していく場合，大学等との連携が，いわば産学連携が
とられる。元来産学連携とは，大学等における外部からの研究資金の確
保や企業における革新的な技術や新製品の開発などそれぞれの目的を実
現していくため，大学等の研究機関と産業界の企業との異なる部門組織
が連携することである。科学技術的な原理の解明を担う大学等の研究機
関と社会にとって有用な製品開発を担う産業界の企業との異なる部門の
連携という相互作用を通して，それぞれの目的を実現し，かつ能力を高
めていくことが産学連携といえる。つまり産学連携により研究開発のポ
テンシャルを相互作用させることで，新しい研究開発の萌芽や技術シー
ズを発見し，革新的な製品や技術開発につなげるシナジーが期待される。
その意味で，既存の製品コンセプトにない新しい価値の創造を主眼とす
る革新的な製品や技術開発にとって，異部門の大学等のもつ高度で基礎
的な研究ポテンシャルを活用し，シナジーを発揮する産学連携は重要な
開発戦略の一つといえる８）。
その産学連携の状況について，産業界から大学に対する奨学寄付金や
受託研究費など産学連携を構築する上で重要な要素となる受入研究費を
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通してみていく。表１よりもちろん大学から企業への資金提供は少ない
が，大学の産業界からの受入研究費は２０００年までその受入比率を増加さ
せ，それ以降停滞しているが，産業界から大学への堅調な資金流入の状
況からも産学連携の堅調な推移の状況が窺われる。
ところで，企業が外部の開発力として異部門の大学等の研究ポテン
８）産業別には，「基礎素材型製造業」や「加工組立型製造業」において，３割ほ
どで異部門の基礎的な研究ポテンシャルを活用する産学連携が積極的にとら
れている。文部科学省科学技術政策研究所，前掲『第２回全国イノベーショ
ン調査報告』，６６頁。
表１ 産学間での受入研究費の推移
年 度 １９８５ １９９０ １９９５ ２０００ ２００１ ２００２ ２００３
?
?
産業の使用研究
費 （億円）
５９，３９９ ９２，６７２ ９３，９５９ １０８，６０２ １１４，５１０ １１５，７６８ １１７，５８９
大学からの受入
研究費 （億円）
１ ０ ０ １ ３ ３ １１
?
?
大学の使用研究
費 （億円）
１０，７５４ １４，０６３ １８，７４７ １９，８９３ ３２，３３４ ３２，８２３ ３２，６３１
産業からの受入
研究費 （億円）
２６５ ５００ ６７２ ７５０ ８７５ ８８４ ９０８
構 成 比 ２．４６ ３．５６ ３．５８ ３．７７ ２．７１ ２．６９ ２．７８
年 度 ２００４ ２００５ ２００６ ２００７ ２００８ ２００９
?
?
産業の使用研究
費 （億円）
１１８，６７３ １２７，４５８ １３３，２７４ １２５，３４６ １３６，３４５ １１９，８３８
大学からの受入
研究費 （億円）
１２ ２４ １２ １２ １３ １２
?
?
大学の使用研究
費 （億円）
３２，７４０ ３４，０７４ ３３，８２４ ２８，４７３ ３４，４５０ ３５，４９８
産業からの受入
研究費 （億円）
８７９ ９３５ ９６２ ９７５ ９５４ ８３７
構 成 比 ２．６８ ２．７４ ２．８４ ３．２４ ２．７７ ２．３６
資料）図１に同じ。
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シャルを活用していく産学連携について，まずはその目的からみていこ
う。文部科学省科学技術・学術政策局による産学連携の目的についての
調査９）から，その目的として「研究開発費のコストダウン」（７０．８％）
が最も多く，ついで「社内にないアイデアを求めて」（５８．５％），「技術
を入手」（３２．２％），「社内にない研究設備の活用」（２０．３％），「研究開発
のスピードアップ」（１６．９％）となっている。この目的から，開発費の
軽減や開発のスピードアップなど開発の効率化および自社にない開発ア
イデアや技術力の獲得をめざして産学連携に取り組まれていることが分
かる。なかでも公的資金に採択された産学連携では，公的研究費を企業
の事業化寄りの研究開発に向けて利用し，開発費を軽減する効果に期待
される。つまり企業は，産学連携を通して公的研究費を自社の研究開発
に間接的に活用し，開発費を軽減していくことが可能となる。
また産学連携のメリットとして，「自社単独でできない製品開発がで
きた」（６１．７％）をはじめ，「専門的技術，知識の導入」（４３．９％），「大
学等との人脈」（３９．３％），「研究領域の拡大」（３４．６％）に多くのメリッ
トがみられ，「安いコストでの製品開発」や「スピーディな製品開発」
はそれぞれ１６．８％，１５．９％であった。そして産学連携による効果として，
「研究のスピード向上」（８．２％）や「研究コストの削減」（３．７％）の研
究開発の効率化よりも，「自社にない専門的知識の習得」（６４．６％）や「自
社単独でできない研究開発の実施」（５０．６％）の効果が大きくなってい
た１０）。その結果，産学連携による成果に対しては，まあまあ満足を含め
て７３．９％の企業で満足の評価が得られている１１）。このことから，産学連
携による大学等の研究ポテンシャルの活用は，企業の研究開発戦略に
とって単に開発コストを削減し，開発時間を短縮するだけでなく，専門
９）文部科学省科学技術・学術政策局，前掲『平成１９年度民間企業の研究活動に
関する調査について』，１６頁。
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的な科学技術の導入により自前でできない製品開発や技術開発をもたら
すなどの点で大きな意義のあることが理解される。
その他，産学連携には企業における研究領域の拡大など潜在的な開発
力の向上効果にも期待される。つまり産学連携は，企業自らが取り組む
ことの困難な課題を大学で行う基礎研究や先端的な研究開発にリンクす
る形で，原理・原則面からその成果を応用，開発するなど製品開発に資
する技術シーズを獲得するとともに，そうした産学連携の経験を通して
研究領域の拡大など研究ポテンシャルを向上し，新事業を創出していく
開発戦略としても位置づけられる。この点で，産学連携は外部技術力の
活用により自社単独でできない製品開発や研究開発領域の拡大による新
事業の創出にとって意義をもたらすこととなる。
いずれにしても限られた開発資源の中で，産学それぞれが独立性を保
ちながら大学の研究ポテンシャルを活用し，自社でできない高度な研究
成果を獲得し，製品開発や新事業の創出へ効率的につなげていく点で産
学連携は大きな意義をもつこととなる。
 オープン・イノベーションとしての産学連携
企業による外部開発力の活用先として大学等が注目されるに伴い，産
学連携における大学の役割も質的な変化が求められている。すなわち大
学には，社会における科学技術の進歩に寄与する原理・原則的な知識を
１０）経済産業研究所「本格的な産学連携の時代に向けて」『プレスリリース』２００３
年５月８日，３頁。また大学の研究者サイドでの産学連携の目的としては，
「外部資金の獲得」と「自身の研究成果の技術移転・実用化」が突出して多
く，その他「研究室の活性化」，「新たな研究テーマの発掘」や「新事業の創
出」などの目的もみられる。そして実際，「新技術・新製品の創出」をはじめ，
「研究室の活性化」，「自身の研究領域の進展」や「新たな研究テーマの創出」
等で産学連携の効果がみられる。文部科学省科学技術政策研究所『イノベー
ションシステムに関する調査 第１部産学連携と知的財産の創出・活用報告
書』２００９年３月，９２～９４頁。
１１）東京商工会議所，前掲調査報告書，１２頁。
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発見し，蓄積するばかりでなく，研究成果を社会へ積極的に移転し，経
済社会の発展に寄与するイノベーション・システムの担い手としての役
割が期待されるようになっている。とくに知的財産立国の実現を国家戦
略として位置づけ，２００２年７月に策定された「知的財産戦略大綱」にお
いて，知の創造の担い手となる大学には，知の活用主体である産業界と
の連携を通した新技術・新産業の創出への期待がこれまでになく高まっ
ている。こうした社会的要請を受けて，大学にはその社会的使命を果た
すためより主体的かつ組織的に産学連携に取り組む必要性が高まってい
る。
イノベーション・システムの担い手としての大学の役割は，既にチェ
スブロウの主唱する開発プロセスで必要な知識を外部から調達（導入）
するオープン・イノベーションンの考えにもみられる。すなわち探索的
研究から製品化に至る開発プロセスを全て自社内に囲い込んで自前でイ
ノベーションを実現する「クローズド・イノベーション」は，現在の市
場競争において必ずしも優位性をもたらすものではなく，多様化や迅速
性の求められる製品開発において外部から調達（導入）するオープン・
イノベーションンが効果的であるとする１２）。なかでも多様な要素技術に
よって構成される半導体・IT産業では，企業が関連技術を全て囲い込
むのは不可能であり，業界全体でイノベーションの歩調を合わせる必要
があり，多様な企業が相互作用を及ぼすオープン・イノベーションがと
られることとなる。オープン・イノベーションのフレームワークは，企
業にとってまさに大学という外部の知的リソースを活用する産学連携と
整合性をもち，有意義な示唆を与えるものである。その反面で，一定の
開発力を保有し，オープン・イノベーションのフレームワークを整備し
１２）ヘンリー・チェスブロウ著，大前恵一朗訳『OPEN INNOVATION』産業能
率大学出版部，２００４年１１月，第５章。
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ている企業や大学でなければ，産学連携により大学の研究成果を自らの
開発や事業戦略に活用していく可能性が低くなるといえよう。
オープン・イノベーションのフレームワークを整備した大学の研究室
として，例えばMEMS（微小電気機械システム）で世界的な研究開発
機関である東北大学の江刺研究室があげられる。江刺研究室には，それ
ぞれ研究テーマをもった自動車，家電，情報・通信，医療など多岐にわ
たる多くの企業研究者が参加し，実用化のための開発は企業に戻ってか
ら行うことを原則にMEMSの研究開発を行っている。すなわち企業は，
秘密にしたい情報については予め特許として出願し，研究室に参加した
メンバーは全員で自由に知恵を出し合って研究成果を創出し，企業に
戻ってからその成果を各社がさらに自由に活用し，開発していくオープ
ンな共同研究が行われている１３）。このように競合企業であっても共通す
る研究開発に向けて異分野の研究者の間での情報交流を活発にし，相互
に学び合い，研究成果を活用していくオープン・イノベーションの担い
手として大学が位置づけられている。
あるいは２００７年に京都大学とアステラス製薬とによる創薬創出に向け
た産学連携の「AKプロジェクト」も，オープン・イノベーションのシ
ステム構築を目指したケースとしてあげられる１４）。同プロジェクトは，
創薬の標的が枯渇し，製薬企業も依然として自前主義から脱却できず，
基礎医学の研究と創薬プロセスを別々に行うというクローズドな開発体
制がとられる中で，アステラス製薬は免疫関連の創薬の開発をめざし，
世界のトップの先端医学の研究成果を有する京都大学医学研究科と附属
病院および国際公募の研究チームというオープンな知の相互作用により
１３）『日経エレクトロニクス』日経BP社，２００４年２月１６日，１６２～１６４頁。横断型
基幹科学技術研究団体連合，前掲報告書，２１頁。
１４）京都大学次世代免疫制御を目指す創薬医学融合拠点，http:／／www.ak.med.
kyoto-u.ac.jp／index.html. 寺西豊他「創薬におけるオープンイノベーション」『産
官学連携ジャーナル』科学技術振興機構，２０１１年５月号，２９～３４頁。
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創薬のシーズを掘り起こし，創薬の開発プロセス全体へ一貫して取り組
んでいく産学連携である。この製薬企業単独での開発が困難となる中で，
患者情報にアクセスでき，かつ創薬の開発プロセス全体へ一貫して取り
組む同プロジェクトは，大学と企業の対等な協力関係に基づき人材，資
金，知見などお互いの知的資産を有効利用することで画期的な新薬や医
療機器を合理的に生み出すオープン・イノベーションの創薬モデルを構
築しようとするものである。
あるいは社外の研究機関との連携を推進するため，企業の研究所の一
部を外部の研究者に開放し，共同研究などを実施する「オープンラボ」
の設置も，オープン・イノベーションをめざす産学連携の一形態として
みなすことができる１５）。産学連携による企業ラボとして，例えばナノ科
学技術や情報科学に立脚したイノベーションの創出および人材育成を行
うため，東京大学が２００６年１０月に設立した学内横断組織の「ナノ量子情
報エレクトロニクス研究機構」において，表２にみられるようにシャー
プ，NEC，日立製作所，富士通研究所などの企業がそれぞれ「東大企
業ラボ」を設置し，特定の研究テーマを軸に共同研究を推進している
ケースがあげられる１６）。その中で，シャープの設立した「東大シャープ
ラボ」では，フレキシブル・エレクトロニクスの基礎研究で，特に光磁
気記録，半導体レーザ等の技術分野を中心に基礎から実用化研究まで幅
広く共同で管理，運営するオープンな共同研究が推進されている。この
大学と企業の研究者が同じ研究環境の下で研究活動を行う企業ラボは，
目標を共有してオープンに研究を進める場といえる。
いずれにしてもオープン・イノベーションは，企業が異部門の大学等
１５）科学技術政策研究所の調査によると，オープンラボは現在３９社での設置がみ
られ，今後設置を検討している企業は５社となっている。文部科学省科学技
術政策研究所，前掲『平成２１年度調査報告書』，３８頁。
１６）東京大学ナノ量子情報エレクトロニクス研究機構，Nano Quine Webページ。
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へアクセスし，研究リソースを活用する産学連携を通して，従来の発想
と異なる多様な科学技術的知識を組み込んだ製品開発や技術開発の可能
性を説くフレームワークである。
表２ 東大企業ラボ
企 業 名 シャープ NEC 日立製作所
富士通
研究所
QDレーザ
（富士通と
三井物産の
ベンチャー
キャピタル
による出資）
責 任 者
（研究者数）
常務 研究
開発本部長
（１０）
執 行 役 員
中央研究所長
（１１）
専務 研究
開発本部長
（８）
会 長
（１３）
社 長
（２）
研 究 内 容
・フレキシ
ブルエレ
クトロニ
クスの技
術開発
・量子情報
素子技術
の開発
・量子暗号
通信技術
の開発
・量子計算
基盤技術
の開発
・ナノ技術
の確立
・量子情報
素子技術
の開発
・量子暗号
通信技術
の開発
・量子計算
基盤技術
の開発
・ナノ技術
の確立
・量子情報
素子技術
の開発
・量子暗号
通信技術
の開発
・ナノ技術
の確立
・量子ドッ
トレーザ
技術の開
発
・シリコン
フォトニ
クス技術
の開発
・量子ドッ
トを技術
基盤とし
た レ ー
ザ・増幅
器等の光
デバイス
の実用化
技術の開
発
資料）東京大学ナノ量子情報エレクトロニクス研究機構，Nano Quine Webページ。
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３ 産学共同研究
 共同研究
産学連携には，大学等が産業界から研究者や研究経費等を受け入れ，
それぞれが対等の立場で共同して研究活動を行う共同研究をはじめ，企
業の負担する経費でもって委託された大学等が特定の研究活動を行う受
託研究，技術相談，技術研修，外部研究員の受入，技術移転など様々な
形態があげられる１７）。その中で，研究開発上の共通する目的を実現して
いくため，参加者がそれぞれの知識や資源を出し合い，協力して研究活
動を行うことが共同研究である。
その中で，産学共同研究は，研究開発上の共通する課題に対して大学
等の保有する研究能力と企業の保有する技術力や開発資源を結集し，優
れた研究成果の創出や，その成果を活用して製品開発へ資することを期
待するものである１８）。したがって産学共同研究の機能を発揮することは，
大学の研究ポテンシャルを活用して企業自らの創出困難な研究成果を産
出し，それを製品の開発や新事業の創出へ結びつけていく企業の開発戦
略に沿うこととなる。
国公私立大学等における企業との共同研究の動向について，図２より
みていく。共同研究の実施件数は近年増加し続けていたが，２００９年で
１４，７７９件と，前年度に比べて１９５件減少している。また企業との共同研
究の実施で受入れた研究費も実施件数と同様，それまで堅調に増加して
１７）産学連携の実施形態としては，「共同研究」（２７．７％）をはじめ，「委託研究」
（１５．３％），「奨学寄付金」（１２．５％），「研究員派遣」（８．７％）となっている。
経済産業研究所，前掲稿，４頁。
１８）産学連携の中で重視・強化している活動として，「共同研究・受託研究」をあ
げる機関が圧倒的に多くなっていることからも，産学連携の中で共同研究へ
の期待の大きさが窺われる。文部科学省科学技術政策研究所，前掲『イノベー
ションシステムに関する調査報告書』，１７頁。
先行開発段階からの産学共同研究のマネジメント
５４ （４３２）
65
94
112
158 152
196
249
286
311
339
295
3,129
4,029
5,264
6,767
7,248
8,864
11,054
12,489
13,790
14,974 14,779
0
2,000
4,000
6,000
8,000
10,000
12,000
14,000
16,000
0
400
350
300
250
200
150
100
50
1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009
年度 
実施件数 受入研究費（億円） 
実施件数 
受入研究費 
（億円） 
いたが，２００９年は２９５億円と，前年度に比べて４４億円減少している。確
かにリーマンショック後の世界経済の不況の影響から，２００９年度の産学
共同研究の実績は伸び悩む結果となっている。しかしながらこれまで
１９８３年に国立大学の共同研究制度が開始されて以来，１９８７年に共同研究
センターという共同研究の窓口組織が整備され，１９９７年から教員等の兼
業規制が緩和され，国立大学の教員が企業の技術開発・指導等の業務に
従事することが可能となり，２０００年には共同研究における複数年度の契
約が可能となるなどの推進策がとられてきた結果，この１０年間で共同研
究の実施件数は４．７倍，受入研究費は４．５倍に伸びるなど産学共同研究は
活発に推移している。
相手先別には，独立行政法人等が増加を続け，企業は前年と比べて約
４４億円減少し，その比率は約７０％まで低下しているが，共同研究の相手
先としては依然として大きな地位を占めている。また企業のうち中小企
図２ 国公私立大学等における共同研究の推移
資料）文部科学省『大学等における産学連携実施状況について』各年度より
作成。
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業との共同研究の実施件数は，２００９年で４，２６８件と，前年度に比べて１１９
件増え，増加傾向にある１９）。このことより，独立行政法人や中小企業に
までその相手先を広げながら産学共同研究は活発化しているといえる。
 産学の共同関係
 分担型の共同関係
産学共同研究では，一般に企業は自ら取り組むことの困難なあるいは
非効率な研究開発に対して大学へ資金を提供し，大学が研究活動を行な
い，その研究成果を企業が得るという，まさに大学での研究活動を通し
てその成果を企業の応用，開発へ活かす企業と大学による分担型の共同
関係が主流であった。あるいは企業サイドでの基盤技術の強化や高度化
に対する大学等による理論面での指導をはじめ，製品の優位性を示す科
学技術的な裏付けをうる試験・分析測定，ないし製品開発や新事業の進
出に向けて先進の科学技術の情報を獲得し，技術的ヒントを得るなど企
業の開発活動において不足する開発力を補完する，しかも特定の企業と
大学研究室との間での分担型の共同関係がとられてきた。
例えば，既存製品の優位性を科学的に検証する共同研究として，金属
加工を油加工から水加工に代え，環境負荷を大幅に低減し，かつトータ
ルコストを削減することのできるpH１２．８以上の電解水を大阪府立大学
との共同開発により実現したＫ＆Ｋ社のケースにみられる２０）。大学との
共同開発を通して加工対象によっては金属加工油よりも加工精度の高い
強電解水の性能を論証する科学的なデータが得られ，多くの金属加工油
１９）文部科学省『平成２１年度大学等における産学連携等実施状況について』２０１０
年８月６日，６頁。
２０）信金中央金庫総合研究所「中小企業の産学官連携を成功に導くためのポイン
ト」『産業企業情報』Vol.２０，№８，２００９年２月４日，７～１０頁。財団法人大
阪産業振興機構『クリエイション・コア東大阪産学連携事例集』２００８年３月，
２～３頁。
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のユーザーを納得させることに大いに役立っている。こうした大学等第
三者機関による製品の特性を科学技術的な原理の側面から評価してもら
い，製品の差別化を図る方法は，まさにアカデミック・マーケティング
として確立されており２１），こうした面からも分担型の産学共同研究の意
義がみられる。
いずれにしても産学共同研究においては，企業の製品や技術開発の課
題に対して有用な研究成果を大学の研究活動に担わせ，企業自らはその
成果を応用，開発および事業化へ結びつけていく，いわば開発プロセス
での分担を前提とした共同関係がとられてきた。すなわち企業の開発活
動において発生した課題を解決する段階で，外部の技術シーズとして大
学の研究成果を導入し，活用するために分担型の共同関係がとられるこ
ととなった。しかもその関係は，一方で外部研究資金の獲得を目指す大
学サイドと，他方で自社で行うよりも高度で基礎的な研究成果を合理的
に活用し，自らは得意とする開発領域へ開発活動を特化させる，いわゆ
る「開発の選択と集中」を効率的に図る企業サイドの意図が一致するこ
とで成立する分担関係であった。
そのため課題発生の段階ではじめて企業からアプローチされる分担型
の共同関係は，ものづくりに関する技術や具体的な製品に仕上げる事業
化のノウハウをほとんど有していない大学にとって，開発目標や研究ス
ケジュールなどについて十分に詰められず，研究成果の産出や製品化ま
での進行度合でギャップをもたらしかねない問題をもっていた。すなわ
ちこれまでの企業の課題解決のための分担型の共同関係では，大学の研
究成果を企業サイドで改めて製品や技術開発へ応用すると，時間を要す
と同時に，大学側で創出された成果が必ずしも企業側で意図していた成
２１）白物家電メーカーの実施したアカデミック・マーケティングについては，『日
経エレクトロニクス』日経BP社，２００５年５月９日，７５～９３頁を参照。
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果として活用されるとは限らないなどテクノロジー・プッシュ固有の問
題が生じることとなる２２）。
これら分担型の共同関係における問題は，一つに開発プロセスにおい
て企業の技術シーズとなる研究成果を大学が保有ないし生み出し，それ
を企業が応用，開発するというテクノロジー・プッシュのアプローチを
前提とした分担関係による。こうした前提に立つ共同関係は，開発プロ
セスの上流に位置する大学と下流に位置する企業との間で閉鎖的な共同
関係をもたらすこととなる。またこの関係から排除された企業や大学は，
共同研究へのアクセスや外部開発力の活用において不利な立場におかれ
るなど産学の関係をより閉鎖的なものとしてきたといえる。
このように企業と大学の研究室との個別レベルでの２３），しかもテクノ
ロジー・プッシュのアプローチを前提に行われる分担型の共同関係は，
産学双方にとってより可能性の広がる研究開発の領域やテーマの策定に
結びつきにくい問題をもっていた。それは，特定の企業と大学研究室レ
ベルでの課題対応型の共同関係であるため，課題としての研究領域や研
究テーマから少しでもズレるとそれ以上の協力関係が望めず，その結果
新たな価値や意味づけを必要とする製品開発の技術シーズの創出に向け
て組織としての潜在的な研究ポテンシャルを戦略的に活用できず，十分
にシナジーの発揮される共同関係ではなかったといえる。さらに研究費
の獲得以外に大きな見返りがなく，また自らの研究成果をどのように事
業化するかのノウハウのない大学においても，企業の必要とする技術
２２）テクノロジー・プッシュの問題については，拙稿「製品開発におけるコンセ
プト策定」『千葉大学経済研究』第２６巻第２号，２０１１年９月，１０～１１頁を参照
されたし。
２３）産学連携が，企業の製品戦略として位置づけられるというよりも，大学と企
業の研究者の個人レベルの関係を基盤としていることの実証分析については，
森田弘一「産学連携による実用化研究開発の新たな展開と課題」『Discussion
Paper Series』（神戸大学経済経営研究所）No. J５２，２００３年１０月を参照。
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シーズの創出に向けてその研究成果を発信するなど大学サイドから積極
的にアプローチされることもなかった２４）。そうした点で，これまでの分
担型共同研究は，企業の製品開発や新規事業の創出に向けて外部の開発
力として大学等の有する潜在的な研究ポテンシャルを戦略的に活用する
共同関係としての課題を残していた。
 統合型の共同関係
産学共同研究は，一つに製品を開発し，新しい事業を起こしていくた
めに必要な研究活動を大学に任せ，その成果を技術シーズとして企業が
製品開発や事業化に活用するという，まさに課題対応のテクノロジー・
プッシュによる分担型の共同関係を特徴としていた。しかも分担型の産
学共同研究は，技術シーズとして活用する企業の開発課題が明確となっ
た段階で大学の研究ポテンシャルを活用するために連携するものであっ
た。それは，企業の視点から，したがって企業側からの課題対応のアプ
ローチにより大学等の研究成果を技術シーズとして見出し，活用するこ
とを前提に共同関係がとられてきたことを意味する。
それに対して近年では，大学の基礎研究を中心とした潜在的な研究ポ
テンシャルに着目し，それに基づいて企業にとって将来性ある技術シー
ズを共同して発掘し，新製品や新技術の開発に繋げることを目的とした
産学共同研究がみられる。これは，例えば大学等に潜在するイノベー
ション創出の「鍵」となる技術シーズの候補を企業の視点から発掘し，
選択した研究開発を支援する科学技術振興機構による「産学共同シーズ
イノベーション事業」（２００９年度より研究成果最適移転事業に統合）に
おいてもみられる。すなわち企業の開発・事業戦略に活用できる技術
２４）産学連携を始めるきっかけとして，「企業からの直接的な働きかけ」の５５．８％
に対して，「大学の研究者自らの企業等への働きかけ」は２２．８％と少なくなっ
ている。文部科学省科学技術政策研究所『科学における知識生産プロセスの
研究』２０１０年１１月，９２頁。
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シーズを連携によって創出することに重点をおいて研究テーマの策定段
階から共同し，共同研究の結果得られた成果を企業が新製品として開花
させ，市場に導入するという共同関係がみられる。これは，企業の開
発・事業戦略へ大学のもつ潜在的な研究ポテンシャルを戦略的に活用し，
技術シーズを産学共同で創出するような研究テーマの策定を重視した産
学共同研究であると換言される２５）。
これは，また企業のニーズに基づいて提示された研究課題に対して，
大学サイドの研究ポテンシャルを見極め，研究計画と研究内容について
納得するまで産学双方で協議した上で行われる共同研究となる。また研
究テーマを産学共同で策定する上で，いわば先行開発の段階で，大学サ
イドでの研究ポテンシャルの現状認識及び企業サイドでの市場や技術動
向に基づく開発や事業戦略との統合が図られる点に統合型の共同関係の
特徴がみられる。この統合型の共同関係は，企業の開発・事業戦略と大
学サイドでの潜在的な研究ポテンシャルの統合を踏まえた上で策定され
た研究テーマに沿ってもたらされた研究成果を，企業の製品開発や新事
業の創出へ活用する点で企業内での研究活動と同じ特徴をもつこととな
る。
この統合型共同研究のケースは，例えば京都大学国際融合創造セン
ター（以下IICと略す）と民間５社（ローム，パイオニア，日立，三菱
化学，NTT）による共同研究においてみられる２６）。本共同研究は，単
に大学へ研究活動を投げかけ，その成果を企業が応用開発するのではな
２５）製造業において新事業を成功に導く重要な段階として，市場導入の「スター
トアップ段階」（２０％）や事業化前の「開発段階」（２２％）よりも，有望なテー
マを発見する「探索段階」（２５％）や事業化計画の「事業企画段階」（２４％）
での成功要因が大きく，新事業を成功に導く段階として研究テーマの策定や
計画の重要性の大きいことが理解される。池田裕一「新事業を検討する推進
組織づくり」『マーケティング・データ・バンク』日本能率協会総合研究所，
２００５年，１５頁。
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く，参加企業が関心をもつ事業戦略や研究開発の分野で，技術シーズの
候補となる研究に取り組み，ポテンシャルをもっている大学の研究者に
注目し，秘密保持の契約を締結した上で研究テーマから共同で検討，策
定し，共同研究による研究成果を各社の事業戦略や製品コンセプトに活
用し，実現していくことをめざしたものである。すなわち企業サイドで
共通する事業戦略としてのデバイス事業の競争力を発揮していく上で不
可避の技術となるナノテクノロジー，有機系および有機・無機複合新材
料，次世代デバイス，新規プロセス等が研究対象として設定された。そ
の研究対象の中で，基礎的な知見を活かした新材料や新デバイスの研究
開発およびその製造に関する「プロジェクト研究」（期間３年間程度）
と，新しい発想を試行研究する「萌芽的・探索的基礎研究」（期間１年
間程度）に共同研究のプロジェクトに分けられた。大学の研究ポテン
シャルを戦略的に活用するため，大学の特定研究室の研究者だけではな
く，学内公募を通して研究テーマが広く募集されている。５０件の応募が
あり，参加企業の技術シーズや市場ニーズを踏まえた開発・事業戦略に
基づいてそれら応募された研究テーマが検討され，かつ検討の過程で個
別にテーマの修正などを行いながら，研究テーマの策定に取り組まれた。
その結果，高機能フレキシブルディスプレイの基盤技術の開発研究，有
機太陽電池と高効率有機光電変換材料の開発研究，有機系超大容量メモ
リデバイスの基盤技術と高機能光学材料の開発，機能性ナノ複合体材料
の開発とデバイス応用，それ以外の有機系エレクトロニクス・デバイス
開発分野一般の５つの分野の中から，世界を先導する可能性を持ち，将
来の新産業・新技術の創出につながる分野を優先的に評価選定し，１５の
２６）京都大学『国際融合創造センター年報２００５』２３～２４頁。長平彰夫・西尾好司
編著『動き出した産学官連携』中央経済社，２００３年，２４８～２４９頁。西尾好司
「日本の組織的な産学連携（包括連携）の現状と課題」『研究レポート』（富
士通総研）№２０５，２００４年９月，２７～３１頁。
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研究プロジェクトが採択されている。
さらに研究テーマに関連深い企業担当者のコーディネータを中心に，
参加企業の間でニーズを集約した上で，大学サイドのコーディネータと
情報を共有しながらプロジェクトの管理が行われている。つまり本共同
研究は，材料系の三菱化学，デバイス系のローム，製品・システム系の
パイオニア，日立，技術全般にわたるNTTと各社競合しない，そのた
め参加企業全てに利益の機会があり，効率的な研究開発をめざす企業同
士の，しかも特定の研究室レベルではなく，大学組織の潜在的な研究ポ
テンシャルを活用すべき産学のトップが関与する強力なトップダウンで
あることを特徴とする。この点で，本共同研究は大学での潜在的な研究
ポテンシャルはもとより，企業サイドでの将来の開発ニーズや技術シー
ズをはじめ，マーケティングやビジネスという事業化を強く意識した研
究テーマが共同で策定される統合型の共同関係の特徴をもつこととなる。
あるいは統合型の共同研究のケースとして，徳島大学と大鵬薬品工業
による「がん」に関する研究及び製品開発をめざした包括的共同研究
があげられる２７）。そこでは，がんに関する製品開発及び研究をめざす大
鵬薬品の開発・事業戦略に基づき，その実現に相応しい広範な研究ポテ
ンシャルを保有する徳島大学へアプローチされることとなった。共同研
究のテーマは，大鵬薬品による新規性（特許性）や実現性に重点をおき，
大学サイドでの独創性（革新性と優位性）の妥当性に重点においた一次
評価を経て，最終的に企業の開発・事業戦略を踏まえて大学の研究ポテ
ンシャルを戦略的に活用するような研究テーマが絞り込まれ，共同で策
定された。しかも単なる研究テーマに対する共同研究で終わらせるだけ
でなく，その成果を事業化へ結びつけていくため，研究テーマの実用化
２７）長尾善光「徳島大学の研究推進力を基盤とする大鵬薬品工業との包括的研究
連携協定」，松木均「大鵬薬品工業包括協定における研究紹介」『徳島大学知
財本部ニュース』Vol.１０，２００９年，１～３頁。
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を目的とした研究契約を研究者と交わしている。それによって本プロ
ジェクトは，研究テーマの評価，策定はもとより，研究成果を実用化研
究に移管し，事業化するプロセスまでも同時に取り入れた共同関係の内
容となっている。
このように産学共同研究には，単に企業による課題対応のための開発
テーマに相応しい研究ポテンシャルをもつ大学等へ研究活動を投げかけ，
その成果を活用して自社製品の応用，開発へ取り組む分担型の共同関係
ばかりでなく，企業の事業や開発戦略の実現に相応しい技術シーズを創
出すべき研究テーマから産学双方で策定し，研究ポテンシャルを戦略的
に活用していく，まさに先行開発の段階から産学双方が一貫して協力し
ていく統合型の共同関係の特徴がみられる。
研究テーマの策定を含め先行開発の段階から産学双方で取り組まれる
共同研究においては，企業サイドでは自らの戦略の実現に相応しい大学
の研究ポテンシャルをより包括的に認識し，大学サイドでも企業側の開
発・事業戦略に応えるべき研究ポテンシャルを包括的に理解した共同関
係がとられることとなる。こうした共同関係は，既にある特定の技術分野
について組織間で包括的に研究協力を進める産学包括的提携としてみら
れる。
産学間での包括的提携とは，大学と企業が守秘義務などの契約を交わ
し，研究協力する技術分野を双方で取り決めた後，潜在的な研究ポテン
シャルを広範に活用していくため学内公募などを通して具体的な研究プ
ロジェクトを決定し，技術シーズの創出に向けて進捗管理など産学双方
で取り決めていくものである。大学と企業が組織単位で協力し合い，双
方の潜在的なポテンシャルを包括的に活用する枠組みを整えることで，
これまで企業と接点のなかった大学の研究者に対して産学連携へ参加す
る機会が与えられ，企業ニーズの把握による研究資金の獲得機会が広が
る。企業サイドでも，新製品の開発や新事業を創出するための研究ポテ
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ンシャルを広範な視点から活用できるなどの意義がみられる２８）。すなわ
ち企業サイドの研究者にとって，包括的提携は大学での先端のインフラ
や研究ポテンシャルを活用でき，自分たちと異なった研究分野で活躍し
ている様々な研究者たちとコミュニケートできる研究環境に身を置くこ
とにより新しい開発視点を得る意義などがあげられる。
潜在的な大学の研究ポテンシャルを広範に活用していく包括的提携と
して，表３にみられる日立の産学包括的提携の他に，総じてこれまで外
部技術の活用に消極的な産業用ロボットの開発の中で，自律型セル生産
ロボットの開発において京都大学と包括的な産学連携に取り組み，オー
プン・イノベーションの手法を採り入れた三菱電機のケース２９）などがあ
げられる。ライン全体の高い信頼性の求められるセル生産対応型ロボッ
トの開発では，従来のロボット技術に加え，動作のエラーを自律的に検
知して復帰させることや，複雑な工程でユーザーが簡単に動作を教示し，
ロボット自身が教示された動作を迅速に行えるよう改善するロボットの
知能化が重要な課題となっていた。そうした課題を抱えるロボットの開
発において，小型電機製品向けの組立ロボットで強みをもち，かつ既に
半導体開発などでオープン・イノベーションの経験ノウハウを持つ三菱
電機は，これまでの特定の大学研究室と個別に連携するのではなく，人
２８）包括的提携による大学サイドでの意義としては，「研究資金の獲得」（５５件）
をトップに，「産学連携活動の一環」（５０件），「企業ニーズの把握」（４０件），「他
大学に先駆けた企業資金・ニーズの入手」（２９件），「新たな基礎研究題材の取
得」（２８件），「応用研究成果の移転」（２７件），「基礎研究成果の移転」（２５件）
があげられている。かわって企業サイドでは，「次世代新規事業につながる研
究成果の取得」（４３件）が最も大きく，「他社に先駆けた研究成果の早期入手」
と「研究成果創出の期間短縮」の３２件，「基礎研究成果の取得」の２７件，「応
用研究成果の取得」の１９件があげられている。大阪大学知的財産本部『大学
の組織的連携の態様と在り方について』２００５年３月，３２～３３頁。このことか
ら，大学サイドでは研究資金の獲得やそのための企業ニーズの把握に，また
企業サイドでは新規事業や製品差別化をもたらすような研究成果の入手に包
括的提携の意義のあることが理解される。
２９）『三菱電機ニュースリリース』２００８年９月２５日。
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表３ 日立の産学包括的提携
大 学 北海道大学 慶應義塾大学 筑 波 大 学 立命館大学 早稲田大学 大 阪 大 学
締 結 日 ２００３年４月１日 ２００４年１月２８日 ２００４年３月２４日 ２００４年９月２１日 ２００４年９月３０日 ２００５年４月１８日
提携内容
ナノテクノロ
ジー・バイオ
技術に関する
次世代の革新
技術の共同研
究
医工連携，材
料，システム
生物学，シス
テムデザイン
の分野での共
同開発
エネルギー・
ロボティクス
など多様な分
野での技術連
携・人材育成
ロボティクス，
情報通信，ラ
イフサイエン
ス等の分野で
の共同研究，
ｅラーニング
システムの開
発
先進マルチプ
ロセッサの実
用化技術
情報通信，バ
イオメディカ
ル分野での研
究連携
提携目的
革新技術の効
率的な開発に
よる新産業の
創出
地域密着型の
産業振興・ベ
ンチャー育成
自社のプロ
セッサの高速
化・省エネ化
を通してデジ
タル家電への
応用
ものづくり基
盤の強化
制度上の
特 徴
相互ラボラト
リを核とした
定期的な技術
交流会
交流サロンを
中心とした交
流
地域振興に協
力する機関へ
のオープン型
連携
定期的な情報
交流
大 学 横浜国立大学 九 州 大 学 東 北 大 学 東京農工大学 清 華 大 学
締 結 日 ２００５年６月１３日 ２００５年１１月２１日 ２００６年１月１９日 ２００６年５月９日 ２００６年１１月１７日
提携内容
自動車の省エ
ネ・クリーン
排ガス技術の
共同研究
エネルギーや
医療など先端
分野における
研究開発
電気・情報，
材料，機械分
野における共
同研究
遺伝子解析等
ライフサイエ
ンス分野およ
び次世代情報
家電製品向け
対話型ヒュー
マンインター
フェイス分野
での研究協力
情報通信，精
密加工技術，
省エネ技術，
環境技術での
共同研究
提携目的
研究開発のス
ピードアップ，
若手研究者や
技術者の育成
研究開発のス
ピードアップ，
新製品・サー
ビスの創出
共同研究によ
る応用と新事
業の創出，リー
ダーシップあ
る人材の育成
ユビキタス情
報社会での新
しいコンセプ
トの提案
グローバルな
研究開発体制
の強化
制度上の
特 徴
定期的な協議
会によりそれ
ぞれの戦略に
基づく研究
テーマの立案
定期的な情報
交流
資料）『日立ニュースリリース』２００３年４月１日，２００４年１月２８日，３月２４日，９月２１日，９月３０日，
２００５年４月１８日，６月１３日，１１月２１日，２００６年１月１９日，５月９日，１１月１７日より作成。
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間機械協調システムロボット工学など潜在的な技術シーズや多様な研究
人材の活用を可能とする多くの研究室との研究協力を通して幅広い知識
やノウハウの獲得が可能な京都大学と包括的提携をとることとなった。
その結果，これまで同社の培ってきた産業用ロボットの技術ノウハウと
大学の学術的知見やアイデアが結合され，繰り返し作業の多い塗装や溶
接といった異なる複数の工程を単一のロボットで行う自律型セル生産ロ
ボットが共同開発されている。
 研究テーマの策定
先行開発の段階からの産学共同研究で重要となる研究テーマの策定方
法としては，予め企業サイドで設定した研究対象の領域に沿って研究
テーマを具体的に絞り込み，策定していく方法があげられる３０）。すなわ
ち企業側が，そのニーズに沿って予め社内のコンセンサスをとった上で
対象とする研究領域を決め，その研究領域に対して学内公募などを通し
て大学の研究者に対して広範な視点から研究テーマを提案してもらい，
研究内容や研究計画の修正，研究テーマの統合などを行った後に，企業
と大学が最終的に研究テーマを決定していく方法があげられる。なかで
も研究テーマを学内公募することで，これまでの特定の研究室や部局を
超えた全学の研究者を対象とすることができ，積極的に協力したい研究
者の参画を得るなどより広範に研究ポテンシャルを活用する協力関係を
促進する点で意義がみられる。なお企業による大学へのアプローチは，
産学連携の統一的な窓口である知財本部やTLOなどへ申し出て，そこ
を介して募集ないし研究対象に関連する大学の研究者にもちかけられる。
３０）包括的提携における研究テーマの策定方法としては，「企業と大学両者の検討
を経て決定」が２９件と最も多く，ついで「企業が提案」の１５件で，「大学から
の提案」は６件と，包括的提携での研究テーマは企業の提案に基づき産学双
方の検討を経て決定されることが多くなっている。大阪大学知的財産本部，
前掲報告書，３０頁。また包括的提携における研究テーマの策定方法について
は，西尾好司，前掲稿，２５頁を参照。
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こうしたテーマの策定方法は，例えば先のIICと民間５社による包括
的提携や，シャープとIICによる電子材料の探索に対する包括的な共同
研究にみられる３１）。シャープでは，電子材料の探索に関する開発内容か
ら広範な領域での研究ポテンシャルの活用が必要であったことから，そ
のパートナーとして相応しい京都大学へ共同研究を申し出て，IICが窓
口となって対応することとなった。３年間のプロジェクトで始められた
共同研究のテーマを決めるにあたり，シャープでは予め社内の複数の部
門からニーズを集め，研究内容を検討した後，電子材料の探索に関する
４つの研究テーマが大学側へ提示された。その研究テーマに沿って大学
の研究者により研究内容がさらに詰められ，研究テーマが最終的に策定
され，共同研究に移された。その後，半年に１回の経過報告を通して
シャープ側で評価し，成果の出ないプロジェクトを中止するなど研究活
動に対する進捗管理が実施されている。
あるいは基礎研究の分野を中心に技術開発力の強化を図り，革新的な
技術シーズの創造と拡充をめざして広範に潜在的な研究ポテンシャルを
活用する「準公募方式」により研究テーマを策定する新日鉄のケースが
あげられる３２）。すなわち鉄鋼材料，鋼鉄製造プロセス，新規事業の３つ
の分野において，予め同社が最近の研究動向を考慮してテーマを絞り込
み，そのテーマに対する専門分野の大学研究者の候補者を募集し，応募
案件を審査，選択して研究テーマを策定する方式である。公募する研究
対象は，同社の研究所を中心に事業ニーズや全社的なテーマを対象とし，
最終的に同社の幹部やフェローの審査により決定されることから，必然
的に同社の開発・事業戦略が踏まえられることとなる。また同方式にお
３１）京都大学，前掲年報，２３～２４頁。長平彰夫・西尾好司，前掲編著，２４７～２４８頁。
３２）長谷川史彦「研究者の専門分野を事前に調査して研究提案書を公募する『準
公募方式』」『研究開発マネジメント』アーバンプロデュース社，１９９８年１２月，
４～５頁。
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ける大学の研究者の選定方法としては，研究者の国内外の発表論文を徹
底的に調査し，さらに学会に参加している同社研究者の報告等による広
範な視点から大学の研究ポテンシャルを戦略的に活用すべく研究者が絞
り込まれている。また研究者の選定プロセスにおいて，必然的に大学の
研究者と同社の研究テーマの統合が図られ，研究テーマが策定された時
点で，大学の研究者と同社との間に信頼関係が構築され，開発・事業戦
略との統合が図られることとなる。
このように研究テーマの策定段階から大学と企業の双方が共同して取
り組む共同研究では，共同で策定した研究テーマに沿って産出された研
究成果は，必然的に企業の開発や事業戦略に沿った製品開発ないし新事
業の創出へ活用される意義を同時にもつ点に特徴がみられる。その意味
で，先行開発の段階からの産学共同研究は，単に研究ポテンシャルの広
範な活用による研究テーマの可能性を広げるだけでなく，将来を見据え
た企業の開発・事業戦略の視点を同時に取り入れる点に特徴をもつとい
える。
将来の事業戦略を見据えた産学共同研究のテーマ策定については，例
えばノイズ対策部品「プロードライザ」の次世代品を開発し，性能をアッ
プするため，電導性高分子などの材料研究に強みをもつ東北大学と共同
研究に取り組んでいるNECトーキンのケースにみられる。すなわち共
同研究による研究成果を活用する事業が，同社の５つある重点事業の１
つであるノイズ＆パワーソリューション事業として戦略的に明確に位置
づけられている。同事業で深刻化する電磁ノイズの問題解決をはじめ，
電源の小型効率化に向けた超電性高分子材料や低損失磁性材料の実用化，
低コスト化の課題解決に対する材料の開発において世界をリードする東
北大学と組織的提携がとられ，「高い飽和磁束密度」と「低い鉄損」を
両立させる磁心用素材のナノ結晶金属磁性材料の研究テーマが具体的に
共同で策定された。まさに従来の電磁鋼板や鉄アモルファスと比べて大
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幅な省力化と機械の小型化の両立を可能とする共同で策定した研究テー
マに沿った共同研究は，エネルギーや環境，資源等地球環境に配慮した
ノイズ＆パワーソリューション事業の競争力の向上をめざした同社の事
業戦略に貢献するものとなっている３３）。
したがって産学共同研究にあたって，研究テーマの策定を含めた先行
開発の段階から大学サイドの研究ポテンシャルと企業サイドの事業・開
発戦略の統合を図ることは，研究開発と研究成果の活用先である製品開
発や事業化の方向性の一致を図ることとなる。つまり研究テーマ策定の
段階から企業の開発・事業戦略を踏まえながら実施される産学共同研究
は，大学との共同研究による研究成果であっても，企業内の研究開発と
同様，開発の方向性（技術開発戦略）と事業展開の方向性（事業戦略）
を統合したものとなる。また企業の開発・事業戦略を研究テーマの策定
段階において統合する産学共同研究は，研究成果の活用先を明確なもの
とし，あるいは市場ニーズを共同研究にフィードバックし，技術シーズ
と市場ニーズのミスマッチを回避しやすくする。そのためにも京都工芸
繊維大学と水谷ペイント（大阪市）による高性能エコ塗料ナノコンポジッ
トＷの共同開発に見られるように，相互の緊密なディスカッションを通
して開発の方向性を見出し，研究テーマを策定することが基本となろう。
すなわち当初，大学は有機と無機のハイブリッドを，また企業は次世代
の環境対策塗料の研究テーマをそれぞれ目標としていたが，双方のディ
スカッションを通して企業の研究者が重合樹脂を大学サイドで解析する
ことに両者の関心の一致することが分かり，しかも開発に当たり大学サ
イドでの「最初からナノテクノロジーを駆使した開発にしよう」との方
向で研究テーマが策定されている３４）。
３３）『日経エレクトロニクス』日経BP社，２００５年１月３１日，１０７～１０８頁。久保佳
実「素材技術を活用したNECトーキンの研究開発戦略」『NEC技報』Vol.６２，
№１，２００９年，１４～１５頁。
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分担型共同関係 
研究 応用 開発 
製品化 
事業化 
大学等（研究成果 
　　　　の移転） 
企業（開発課題の提示，研究 
　　　開発資金の提供） 
統合型共同関係 
研究 応用 開発 
製品化 
事業化 
＝大学等（潜在的な研究ポテンシャル） 
＋企業（事業・開発戦略，研究開発 
　　　　資金） 
先行開発 
研究テーマの策定 
いずれにしても産学共同研究には，図３のように企業サイドで課題と
なる製品開発や事業化に向けて必要とする技術シーズを大学等の研究成
果により活用する分担型の共同関係だけでなく，先行開発の段階から企
業の事業や開発戦略を踏まえて研究テーマを産学双方で策定し，それに
基づいてもたらされた成果を製品開発や事業化へ結びつけていく統合型
の共同関係がみられた。つまり市場ニーズや技術シーズを踏まえた企業
の開発・事業戦略に沿って大学等のもつ研究ポテンシャルを戦略的に活
用するよう先行開発の段階から研究テーマを産学双方で策定し，共同で
産出した研究成果を製品開発や新事業へ活用していく統合型の共同関係
がみられる。
４ 産学共同研究のマネジメント
研究テーマの策定を含めた先行開発の段階から産学双方でその研究ポ
テンシャルを戦略的に活用する統合型の共同研究においては，自社の開
図３ 分担型および統合型共同関係
３４）http:／／www.toso-nano.com／result／interview.
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発・事業戦略に沿った製品を自社開発と同様に開発し，新事業を創出し
ていく効果が期待された。また大学にとっても，外部研究資金の獲得と
同時に，産業界における現実のニーズを踏まえながら自らの研究活動を
活性化し，研究ポテンシャルを高度化するなどの効果が期待された。
しかしながら反面で，先行開発の段階から取り組まれる共同研究には
次のような問題が考えられる。企業主導の開発課題に沿って取り組まれ
る分担型の共同研究と違って，研究テーマの策定から双方で取り組む統
合型の共同研究では，そもそも何のために共同研究を行うかの目的自体
の明確化や共有化をはじめ，大学の研究室と特別のつながりのない企業
にとって，あるいは企業とのつながりのない大学の研究者にとって，事
業や開発戦略の実現に相応しいパートナーを探索，評価し，アプローチ
していくかの問題をはじめ，産学双方の研究リソースや共同研究の成果
を製品開発や新事業へ移転し，結実していくかの問題，あるいは共同研
究から生じた特許など研究成果の取り扱いの問題，さらに研究活動上の
役割分担などの問題３５）が強くなってくる。
そこで，次に先行開発の段階からの産学共同研究を，企業の開発・事
業戦略にとって外部開発力の戦略的な活用として実効性あるものにして
いくためのマネジメントについてみていく。
 目的の明確化
先行開発の段階からの産学共同研究にあたっては，研究テーマを共同
３５）共同研究を実施している企業サイドでの問題点としては，「責任や役割が不明
確」（３２．０％）をはじめ，「機密漏洩の恐れ」（２５．２％），「取り決め内容が明示
的でない」（１９．４％），「知的所有権の解釈で齟齬が生じる」（１２．６％），「研究
の進め方で対立が生じる」（５．４％）などがあげられている。このことから，
産学共同研究にあたって，企業サイドでは役割分担をはじめ，研究活動の内
容や研究の進め方などを取り決めておくことが大きな問題となることが窺わ
れる。経済産業研究所，前掲稿，９頁。
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で策定する前提となる共同研究の目的自体を明確にし，共有することが
課題となる３６）。というのも，共同研究の成果を用いて技術シーズとして
具体的にどんなニーズを充たしたいのかという事業戦略ないし開発目的
が明確でなければ，共同研究のテーマ策定はもとより，研究活動自体も
漠然としたものとなり，研究成果も十分あげられないからである３７）。し
たがって「産学連携は，先生に任せきりではうまくいかないので，企業
側で戦略をもって相手を探して研究を依頼するようにすべき」との協和
発酵中央研究所の川村副所長の発言にみられるように３８），共同研究を通
してどんな課題を解決し，事業戦略や開発ニーズを充足したいのか，ま
ずは共同研究の目的や事業戦略を明確にすることが必要となる。つまり
先行開発の段階からの産学共同研究にあたっては，どのような市場を対
象に，どのような製品を提供していくかの共同研究の成果を活用する開
発目標や事業戦略が明確にされなければならない。
なお共同研究の目的たる事業戦略や開発目的を明確にする上で，当然
競合状況を踏まえた上で市場ニーズを明確にし，技術動向や開発課題を
整理し，自社で解決できる部分と連携を求める部分が明確にされていな
ければならない。また大学サイドでも，共同研究の目的はもとより，そ
れに対応した科学技術的リソースが明確にされ，共有されなければなら
３６）産学連携で相手先との間での意識や姿勢のズレについては，「開発スピード」
（４８．１％）についで，「研究テーマ」（３８．７％）に対するズレが大きく，その
ため産学共同研究にあたっては研究テーマの共有化を図ることが大きな課題
となることが分かる。東京商工会議所，前掲調査報告書，１３頁。
３７）産学連携により成果の得られなかった企業サイドの要因として，「大学の技術
に対する過度の期待」（５５％），「事業化計画が不十分であった」（３９％）や「社
内での外部活用方針が不明確だった」（３４％）などの要因が多くあげられてい
る。このことから，産学連携にあたって企業サイドで外部開発力を活用する
基本方針や計画の重要さが窺われる。池田裕一「異業種連携・コラボレーショ
ン」『マーケティング・データ・バンク』日本能率協会総合研究所，２００５年，
７頁。
３８）『日経バイオビジネス』日経BP社，２００３年７月，５６頁。
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ない。それによって，共同研究のテーマ策定にあたって，はじめて企業
ニーズに沿った技術シーズと大学サイドでの研究ポテンシャルが統合さ
れることとなる。この点で，共同研究の出発点となる研究テーマの策定
において企業サイドでの市場ニーズと技術シーズを踏まえて大学の潜在
的な研究ポテンシャルが統合されることとなる。
さらに中長期にわたってユーザーに製品価値が受容されるには，将来
の製品事業や開発方途を規定する製品や開発コンセプトの策定が重要な
要因となっていた。なかでも社会にとって新しい価値を創造するコンセ
プト主導型の産学共同研究では，コンセプトの策定主体の想いを明確に
し，共有することが必要となっていた３９）。コンセプト策定主体の想いを
明確にし，共有した共同研究として，例えば新しい未来価値のビジョン
を広く外部に公開し，共有した上で生まれた成果をさらに公開し，研究
ポテンシャルの発展を目指しているオリンパス未来創造研究所のケース
があげられる４０）。オリンパスの経営理念である社会と生活者にとって価
値あるものを提案し，提供することをめざす『Social-IN』（social involve-
ment, social insight, and social inspiration）の実現に向けて２００３年に設
立された未来創造研究所は，未来において人々がこうありたいと願う未
来の生活価値のビジョンを創り，その実現に向けて一企業として実現し
えない価値を外部連携により創造することを目指したものである。
本研究所は，未来の生活価値を創出するため，具体的に光技術，デジ
タル映像技術，微小加工技術を中心とするオプト・デジタル技術をコア
３９）製品開発におけるコンセプトの合意と共有の必要性については，前掲拙稿，
４４～４５頁を参照されたし。
４０）小坂明生「オリンパス未来創造研究所設立と企業としての研究戦略について」
『IIP情報・知能精密機器部門講演会講演論文集』２００７年，１３６～１３９頁。井上
陽一「イノベーションプロセスを始動する研究所の役割と取り組み」『研究開
発リーダー』アーバンプロデュース社，２００７年，Vol.４，№３，９～１３頁。遊
佐厚「１０，２０年先の社会・生活価値の創造へ」『日経ナノビジネス』日経BP
社，２００４年１１月８日，№１，２４～２７頁。
千葉大学 経済研究 第２６巻第４号（２０１２年３月）
（４５１） ７３
技術に据え，「光一HIテクノロジー」を研究コンセブトとして設定した。
すなわち同社は，未来の生活価値を創造する前提としての２１世紀の社会
像を，デジタルバイド，ネットワーク社会，持続可能な社会，
少子高齢化社会，生活価値の質的向上をキーワードに，健康で安心し，
豊かな感性で活動的に暮らせる未来の生活価値の創造を目標として明確
に掲げ，脳や心と身体を研究するバイオサイエンスをはじめ，人中心の
ユビキタスソリューションをめざし，新アーキテクチャ・センサネット
ワークなどを研究するソルーションヒューマンウェア，センシングや表
示の革新的研究をする光・ナノテクノロジー，燃料電池やエネルギーマ
ネジメントなどユビキタス機器共通の基盤技術を研究するユビキタスエ
ネルギーの４つの研究領域を設定した。さらに研究コンセプトを参加者
で共有化するため，参加メンバーの話し合いで出た意見を１つの画面で
一覧でき，意見の相互関連性を表現する「マインドマッピング」の手法
を用いて，参加者は他者の意見を参考にしながら自らのアイデアを考え
るといった研究コンセプトを可視化し，共有しながら共同研究が進めら
れている４１）。
あるいは製品コンセプトの明確化と共有による共同開発として，例え
ば水で焼くという独自のアイデアを大学による原理の解明を通して実現
したシャープの調理オーブン「ヘルシオ」にみられる。ヘルシオで重要
な要素技術となる加熱水蒸気の技術は，既に他社の開発した業務用大型
オーブンで使用されていたが，その原理は未解明のままであった。そこ
で，「水で焼く健康調理」という製品コンセプトを明確に掲げ，「新しい
加熱方法を使ったオーブンを開発しよう」との想いを，加熱水蒸気の技
術的な原理の解明から開発に取り組もうとする同社の電化商品開発セン
ターは，加熱水蒸気を研究テーマにしていた大阪府立大学とコンセプト
４１）『日経情報ストラテジー』日経BP社，２００７年６月，１３３～１３４頁。
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を共有し，研究協力した結果，原理の解明に基づいて社会の健康志向に
合致した家庭用健康調理器としてヘルシオが開発されている４２）。
また軽度の尿漏れに悩む中高年者用に「着用しても恥ずかしさを感じ
ないはき心地の良いオムツを提供したい」というユニチャームの開発
者の想いに共鳴し，同プロジェクトのコンセプトを十分に理解，把握し
た上で研究テーマをつめて，プロジェクトの実現に適した研究を行って
いる神戸大学の複数の教員による人間の動きや触感等の評価技術を駆使
してオムツの材料を共同開発したケース，あるいは「地球環境を守ると
いう強い使命感をもって異分野の新事業へ進出する」という電子機器の
組み立てを主とする安曇精工（安曇市）の想いに対して，アスベストを
完全に無害化する地球環境に配慮した諏訪東京理科大学の研究者が共鳴
し，アスベストの封じ込め技術としてアスベストの針状結晶を粒状化す
る共同開発に取り組み，技術開発したケースも，コンセプト策定者の想
いを共有した産学共同研究としてあげられる４３）。
さらに先行開発の段階からの産学共同研究に際して，大学の研究ポテ
ンシャルを戦略的に活用する企業サイドの開発・事業戦略を明確にする
ことは，共同研究すべき研究領域も自ずと明確となり，「目的を明確に
すれば，世界中でベストの相手を探すことができる」との内外の大学と
共同研究を活発に展開している興和の白石医薬事業開発本部長の発言に
みられるように４４），目的の実現に向けて必要な研究ポテンシャルを保有
するパートナーの探索や絞り込みも明確に行われ，研究活動も明確に進
４２）『日経エレクトロニクス』日経BP社，２００５年１月３１日，１０６～１０７頁。
４３）神戸大学連携創造本部，産学官連携成功事例Vol.１，はき心地を追求した大人
用オムツの開発，http:／／www.innov.kobe-u.ac.jp／. ふくしチャンネル「大人用
パンツ型オムツの『はき心地』などの研究成果を発表」２００７年３月５日，http:／／
www.fukushi.com. 文部科学省研究振興局研究環境・産業連携課『産学連携の
新たな展開に向けて』２００７年６月，９１～９２頁。
４４）『日経バイオビジネス』日経BP社，２００３年７月，５６頁。
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められることとなる。
なお共同研究の開発目的や事業戦略を明確にしていく上で，事業戦略
や開発目的を策定し，異部門の大学の知を融合し，製品開発へ結びつけ
ていくリーダーの存在およびリーダーシップの発揮が求められる４５）。と
いうのも企業の将来進むべき方途を規定する事業戦略や開発目標に経営
者（トップ）が関わることはもとより，それらの実現に向かって関係者
をリードし，共同活動をまとめていく要因としてリーダーの存在やリー
ダーシップの発揮が不可避となるからである。例えば，リーダーシップ
の発揮により新事業の創出を実現したイーストマン社（神戸）による産
学共同開発のケースがあげられる４６）。同社の東社長による「バイオ技術，
特に微生物を活用し，新たな機能性商品を創出することにより業種転換
を図りたい」との想いの下で，各種菌の効能・利用技術を研究している
神戸大学の教員と共同研究が行われた。社長の想いを十分に理解した上
で，社長自らが大学の研究室で研究するなど強力なリーダーシップを発
揮して大学教員の保有する技術シーズを応用開発し，製造・販売の専門
業者と試作を繰返した結果，新たな化粧品素材としての「美養石鹸」を
実用化開発し，新事業の創出が図られている。このことからも，新製品
の開発や新事業の創出に向けて先行開発の段階から共同開発へ積極的に
取り組んでいく場合，事業戦略や開発コンセプトを明確にし，共有した
上で，トップ自らが強い意思をもち，リーダーシップを発揮し，研究開
４５）研究開発の段階や製品化・事業化の段階で経営者自らの担当する割合の
４６．４％や５２．０％と比べ，研究方針の決定など産学連携の初期段階で経営者自
らの担当する割合は７４．５％と高く，産学連携の研究方針の決定など初期段階
で経営者のコミットが強くなっている。このことから，産学連携での研究方
針の決定における経営者トップによるリーダーシップの発揮が重要であるこ
とが窺える。東京商工会議所，前掲調査報告書，９頁。
４６）文部科学省研究振興局研究環境・産業連携課『産学連携の新たな展開に向け
て』２００８年６月，第１章。神戸大学連携創造本部，産学官連携成功事例Vol.３，
バイオ技術を活用した機能性製品の開発，http:／／www.innov.kobe-u.ac.jp／.
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発に取り組むことが必要となる。
いずれにしても市場動向や自社の開発状況について考慮した事業戦略
や開発戦略の下で，トップ自らがリーダーシップを発揮して共同研究の
目的を明確にし，共有することが，大学の潜在的な知見を戦略的に活用
する先行開発の段階からの産学共同研究を推進していくことにつながる
といえる。
 産学のマッチング
先行開発の段階からの産学共同研究にあたっては，例えば１９９６年に業
界に先駆けて強誘電体メモリの量産を開始し，２００２年に強誘電体技術を
使って不揮発性の論理回路の開発に先鞭をつけたロームの研究開発が，
基本特許を保有している東北大学をはじめ，京都大学等との共同研究を
進めた結果によるというように４７），明確に設定した開発目標や事業戦略
を実現していくに相応しいパートナーとしての大学等を探索，評価，ア
プローチし，マッチングすることが第２の課題となる４８）。
一般にパートナーとしての大学を探索し，アプローチしていくには，
共同研究の目的を明確にした上で，それに関する大学教員の研究成果や
評判などについて入念に下調べを行い，大学と企業を結びつける大学の
専門組織として知財本部やTLOなどのリエゾン機能を活用していく方
４７）『日経エレクトロニクス』日経BP社，２００５年１月３１日，１０８～１０９頁。『知財
Awareness』日経BP社，２００８年７月４日，２００８年８月２９日。
４８）産学連携の未経験企業の５８．０％において，今後産学連携に取り組んでみたい
意向がみられるにもかかわらず，「興味はあるがきっかけがない」（４０．９％）
や「連携相手の見つけ方が分からない」（３３．１％）といった産学連携へのアプ
ローチの問題から産学連携に至っていない。このことから，産学連携へ取り
組むにあたって連携へのアプローチが大きな問題となってくることが窺われ
る。また連携に関して必要な情報として，「連携相手の見つけ方」の情報が
４８．８％で最も強く必要とされていることからも，連携相手の探索が重要な課
題となってくることが理解される。東京商工会議所，前掲調査報告書，１５～
１６頁。
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法があげられる。
また産学がマッチングするためにも，大学サイドで研究者の研究テー
マに関する情報を整理した技術シーズ集などにより広く社会へ情報発信
するなどの自助努力も必要となる。他方で，企業サイドでもそうした情
報を収集する体制を整備するとともに，フォーラムや展示会などを通し
て自社のニーズを伝達し，理解してもらう日頃からの交流活動が必要と
なる４９）。しかも課題が発生してから駆け込み的に大学へアプローチする
のではなく，日頃からの付き合いの中で親交を深め，お互いを知った上
で研究テーマを策定するなどできるだけ早い段階から大学との付き合い
をスタートさせることも重要となる。例えば，シャープの開発した過熱
水蒸気による調理オーブン「ヘルシオ」の大阪府立大学との共同開発で
は，同社の開発者が大学の卒業生で，就職後も企業の研究ニーズを大学
に持ち込むなど日頃から大学の研究室と密接な関係にあったことからも
たらされたという５０）。まさにそうした日頃からの交流活動を通して，は
じめて企業の技術シーズとなりそうな大学の研究ポテンシャル等の情報
が得られ，候補となる大学の研究者との交流へとスムースに結びつけて
いくことができよう。
４９）大学の教員や大学を探す手段としては，大学が刊行している技術シーズ集，
パンフレットや学会誌等の他，インターネットの活用，技術展示会や異
業種交流会，産学交流会等への参加，自分の出身大学，自治体の商工部局，
取引先，取引金融機関など個人的な人的ネットワークの有効活用，大学の
共同研究センターなどがあげられる。その中で，産学連携のパートナー探索
の手段としては，「教官との個人的な付き合い」（５５．５％）が最も多く，「学会
活動」（２１．８％）や「異業種交流会」（１２．７％）に比べて，「TLO」（１８．２％）
や「大学等の相談窓口」（９．１％）など産学連携に係る大学等の専門組織の活
用は少なくなっている。東京商工会議所，同上調査報告書，１０頁。また連携
先とのきっかけについても，TLOなど大学組織に依頼（１７．３％）するよりも，
大学の研究者との直接交渉（７７．４％）が多くなっている。経済産業研究所，
前掲稿，４頁。
５０）百嶋徹「オープンイノベーションのすすめ」『ニッセイ基礎研REPORT』２００７
年８月，２０～２１頁。
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なお，パートナーとなる大学を評価していく基準としては，自社の研
究開発の領域に貢献する研究者の研究実績や研究ポテンシャルはもとよ
り，パートナーの連携に対する意欲，大学の知的財産が利用できるのか，
経費はどれ程かかるのか，技術移転のサポート体制や人的ネットワーク
の充実などがあげられる５１）。
いずれにしても企業ニーズとしての技術シーズを大学サイドが理解し，
また大学の潜在的な研究ポテンシャルを企業サイドが認知するような産
学マッチングのシステムを整備し，活用することが，先行開発の段階か
らの産学共同研究をスムースにスタートする上で必要となる５２）。こうし
たシステムの整備は，産学間での情報や技術の交流を活発にするばかり
か，産学双方の研究システムの相違についての認識や理解を深め，相互
信頼の構築にも役立つこととなろう。
 固有能力の保持
産学それぞれの異部門が先行開発の段階から連携し，シナジーを発揮
していくには，産学それぞれが外部の優れたパートナーにアクセスし，
それらのポテンシャルを戦略的に活用し，消化吸収する能力の保持が第
３の課題となる。なかでも研究テーマを産学双方が共同して策定する先
行開発の段階からの共同研究では，研究成果をもたらす研究活動の前提
となる研究テーマの策定段階からシナジーを発揮していくことが大きな
課題となる。そのため先行開発の段階からの産学共同研究では，企業サ
５１）他方で，産学連携における大学の研究者によるパートナーの選択基準として，
「自身の研究に対する理解」や「実用化・事業化に向けた意欲・可能性」の
他，「相手の持つ技術力，知識」や「知財活用等契約内容が明確」などが重視
されている。文部科学省科学技術政策研究所，前掲『イノベーションシステ
ムに関する調査報告書』，９３頁。
５２）２００３年と２００８年を比べて，産学の共同研究・受託研究で重視する活動として，
産学のニーズとシーズのマッチング活動が最も重視されている。文部科学省
科学技術政策研究所，前掲『科学における知識生産プロセスの研究』，２０頁。
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イドで具体的な課題設定をはじめ，課題の解決に向けて大学の研究ポテ
ンシャルを吸収し，事業化へ結びつけていく技術対応力を保持し，かつ
大学サイドでも企業からの研究開発のニーズに応えられるように研究ポ
テンシャルを保持し，向上していくことが不可避となる。これは，他者
の追随を許さない高度な技術力や潜在的な研究ポテンシャルなどパート
ナーそれぞれが固有の強みを保持し，活用することでより大きなシナ
ジーを発揮し，新たな価値を生み出していくように共同研究のテーマを
策定することが，先行開発の段階からの産学共同研究を展開していく上
で必要条件となることを示唆している。
産学共同研究における固有の魅力の保持について，例えば江刺教授の
高い研究能力や技術指導力に加え，独自の半導体設備を製作するなど固
有の魅力をもってオープンな連携活動を活発に行っている東北大学の江
刺研究室のケースがあげられる５３）。すなわち江刺研究室では，ほとんど
の設備が自らの手作りで，設備のメンテナンスも研究員自らが行い，そ
の過程で設備に関する知識の習得や独自の生産技術の開発など幅広い固
有の研究・技術開発が行われ，いわば設備という固有の魅力が連携の求
心力となっているという。また江刺研究室で連携活動が活発なもう一つ
の要因として，世界のMEMSに関する先端の研究・技術情報および商
品化，市場，産業に関する情報の一元的な収集とストック，提供という
魅力があげられる。
さらに産学双方が固有の魅力を保持して先行開発の段階から取り組む
共同研究では，その経験を通して得られたノウハウを蓄積し，技術開発
者のスキルアップを図り，次の研究開発へ活かしていくことも必要とな
る。この点からも，先行開発の段階からの産学共同研究では，より中長
５３）『日経エレクトロニクス』日経BP社，２００４年２月１６日，１６２～１６４頁。横断型
基幹科学技術研究団体連合，前掲報告書，２１頁。
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期のスパンから取り組むことが必要となる。元来技術開発力の強化や蓄
積は，組織内外の研究リソースを吸収，学習しながら発展していくダイ
ナミックなものである。そのため短期的な共同研究のパフォーマンスに
固執すると，連携先との間で信頼関係を構築することが難しいばかりで
なく，共同研究を通して競争力ある事業の構築に不可欠な技術開発力の
育成や強化にも期待できないこととなる。そのため例えば，東大企業ラ
ボでは，基礎研究とその充実というビジョンを共有した上で，１０年先を
見据えた基礎研究による新しい技術シーズの育成が中長期的な視点から
オープンな産学連携の形で推進されている。
したがって先行開発の段階からの産学共同研究にあたっては，技術開
発力の強化や育成をはじめ，製品開発や競争力ある事業の確立につなが
るよう中長期の視点から取り組む必要があろう。
 明確な役割分担
大学の高度で専門的な研究リソースや研究成果は，確かに企業の開発
戦略にとって魅力的であるが，事業ノウハウのない大学との共同研究に
よってもたらされた成果を製品開発や事業化へ結びつけていくことは必
ずしも容易なことではない。とはいえ，大学が開発プロセスにおいて単
に企業の研究活動を担う下請け機関となっては，大学本来の自由な立場
での研究活動に基づくシナジーが十分に発揮されないばかりか，共同研
究による大学の研究ポテンシャルの向上も望めない。そのため先行開発
の段階からの産学共同研究にあたっては，確かに一方で研究テーマの策
定段階から緊密な共同関係がもたれるが，他方で策定した研究テーマに
沿った研究開発はもとより，達成した研究成果に対する製品開発や事業
化までの役割分担を明確にしておくことが第４の課題となる。往々にし
て共同研究における役割分担が不明確であることから，共同研究に対す
る責任関係が曖昧となり，研究成果が製品開発や事業化へと必ずしもス
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ムースに結びつかず，産学共同研究への不満へとつながることがある。
そこで，先行開発の段階からの産学共同研究にあたっては，企業と大
学がそれぞれもつ固有の使命や役割を認識し，責任ある役割分担を明確
に取り決めた上で，単に共同研究で終わらせるのではなく，研究開発の
先には製品化や事業化があり，研究ポテンシャルの向上があるという共
通認識の下で，研究テーマの策定から事業化段階まで一貫した共同関係
をとっていくことが必要となる。例えば，シャープのヘルシオの産学共
同開発において，互いのコア能力を引き出すよう一方で調理器の原理モ
デルの開発までは大学側の装置を用いるなど大学主導で行い，他方で調
理器の小型化開発には同社のモノづくりの技術を活かすシャープ主導で
行う明確な役割分担に基づいた共同開発が事業化まで一貫して行われた
ように，またＫ＆Ｋ社による強電解水の産学共同開発の成功要因として，
現象の解明や成分の分析，効能の理論といった基礎研究を大阪府立大学
が，切削加工性や摩耗など実用評価を大阪府立産業技術総合研究所が，
生産技術，試作機の製作，加工現場での評価と商品化や市場導入など事
業全体に対してはＫ＆Ｋ社が，それぞれ得意分野を認識し，責任を持つ
役割分担により，しかも事業化までの一貫した共同関係のとられた産学
共同開発のケースがあげられる。あるいは茨城県のベッド業界による高
齢者向け快眠ベッドの開発にあたって，豊富な市場ニーズの情報を保有
する販売先や既に快眠ベッドに適用できる製品あるいは技術を持った企
業をはじめ，ベッドのデザインや人間工学的な知見を有する筑波大学と，
それぞれの得意分野で役割を分担し，しかも開発当初から参加者全員が
開発から商品化までを視野に入れて取り組んだ共同開発のケースがみら
れる５４）。これらのケースからも，産学共同研究では目的の実現に向けて
５４）信金中央金庫総合研究所，前掲稿，７～１０頁。財団法人大阪産業振興機構，
前掲事例集，２～３頁。冨長博・大城靖彦「高齢者向け快眠ベッドの研究開
発」『茨城県工業技術センター研究報告』第２７号，２０００年８月，３４頁。
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シナジーを発揮できるようそれぞれの得意分野を認識した上で，責任あ
る役割分担を明確に決めて事業としてのパフォーマンスへ結びつけてい
くよう一貫して取り組んでいくことが重要であることが理解される。
また産学双方が事業化まで一貫して共同関係をとっていくことで，一
方で企業の研究者は共同研究の現場で生み出された成果を基礎研究の立
場から理解しつつ，企業内で責任をもって製品化に取り組むことが可能
となる。他方で，大学の研究者にとっても製品化の現場を自らの目で確
認することで，どのように研究すれば企業サイドで研究成果が活用され
やすいかなど産学連携の姿勢を見直す機会につながる。
ただし産学共同研究の成果を事業化するにあたっては，企業の自助努
力が前提となる。というのも開発目標を共有したとしても，企業は開発
した成果から事業収益を生み出すことに，また大学は研究成果をいち早
く世に公知することにそれぞれの使命があり，最終的な目標到達点がそ
れぞれ異なるからである。すなわち大学の研究者の視点からすると，市
場へ製品を導入することが必ずしも最終の目標ではなく，共同研究を通
して研究成果を創出し，その成果を次の研究活動へ生かして研究能力の
向上を図ることが大きな目的であり，共同研究としては一般に試作（プ
ロトタイプ作成）段階までとなるからである５５）。
他方で企業サイドからすると，試作段階ではまだコスト的な課題をは
じめ，ユーザーにアピールできるデザイン的な課題，操作性・利便性な
どユーザビリティー的な課題が残っており，必ずしも市場に導入できる
ものではないからである。しかも事業化の段階になると，他社よりもい
ち早く市場投入するなどスピードが課題となってくる。このような課題
５５）産学共同研究において大学に期待する段階として，「試作品まで完成させる」
への期待が最も高いという森田の調査研究からも，産学共同研究での大学の
役割としては試作品段階までの期待が最も強くなっていることが理解される。
森田弘一，前掲稿，５頁。
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に対して，事業化ノウハウのほとんどない大学の研究者と共同して事業
化まで取り組んでいくことは困難であり，必然的に企業が培ってきた事
業ノウハウを生かさなければならないからである。
いずれにしても先行開発の段階からの産学共同研究にあたっては，産
学双方で策定した研究開発の計画やシナリオに基づき，それぞれの得意
分野を活かしてシナジーが発揮され，かつ事業化までの役割分担を明確
にしていくことが不可避となる。また単に役割分担に基づいて大学へ研
究活動を丸投げするのではなく，それぞれの使命を認識した上で，事業
化にあたっては企業の自助努力を前提に研究テーマの策定をはじめ，開
発や試作，事業化まで一貫して取り組むことが必要となる。
 産学間での取り決め
先行開発の段階からの産学共同研究にあたっては，それぞれの役割分
担はもとより，研究スケジュールや管理のあり方，なかでも研究成果の
取り扱いなどを予め明確に取り決めておくことが第５の課題となる。と
いうのも自社と違うパートナーとの研究開発のため，研究活動のスケ
ジュールや研究成果の帰属など双方の取り決めが不明確なことが，産学
という異部門間での共同研究に対する不満をもたらす要因の一つと考え
られるからである。そのため産学共同研究にあたっては，例えば先の
IICと民間５社による共同研究において，企業と大学双方が国内外の研
究分野の進捗状況を反映させながら毎年研究テーマや予算の見直しを戦
略的に行うことを契約に取り入れているように，研究活動の進捗管理を
はじめ，研究成果の帰属や秘密保持等について予め契約などで取り決め
ておくことが必要となる。こうした取り決めを予め締結することで，研
究活動はもとより，研究成果の取り扱いに対して参加者全員が納得した
上でそれぞれの役割を責任をもって果たしていくことができよう。
共同研究の進捗管理については，研究活動から事業化までのロード
先行開発段階からの産学共同研究のマネジメント
８４ （４６２）
H19 H22 H24 H26 H29
のべ25以上の標的分子の開発 
のべ３つ以上の候補臨床薬剤の創出 
のべ３つ以上の生物製剤の開発 
のべ20名以上の創薬医学研究者の輩出 
３つ以上の上市 
候補品の創出 
知の創造 人類の福祉 経済と社会の国際競争力 
波及 
効果 
独創的 
医学生物学 革新的 
免疫制御 
創薬産学 
連携モデル 
マップを作成し，それを踏まえてそれぞれの有する強みを活かす形で共
同関係をとっていく方法があげられる。開発目標の達成度を示すロード
マップを作成し，共有しながら共同研究の進捗管理を実施しているケー
スとして，例えば京都大学とアステラス製薬による「AKプロジェクト」
にみられる５６）。同プロジェクトでは，図４にみられるように，初年度の
平成１９年に速やかに共同研究を開始するため中核となる融合型ラボを本
学医学研究科内に整備し，両者による共同マネジメントの体制を確立す
る。平成２２年の３年目までに，すべての研究グループについて中間評価
を行い，それに基づいて全体として１０以上の創薬化合物の対象となる標
的分子（生物製剤を含む）を提案する。妥当な標的分子に至らない課題
は中断し，新規課題の補充を開始する。平成２６年の７年目までには，各
５６）京都大学次世代免疫制御を目指す創薬医学融合拠点，http:／／www.ak.med.
kyoto-u.ac.jp／index.html.
図４ AKプロジェクトのロードマップ
出所）京都大学：次世代免疫制御を目指す創薬医学融合拠点
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標的分子について動物モデルを用いて創薬の妥当性を検討するとともに，
有力な標的分子に働く化合物を選定し，その薬剤反応性や毒性などの検
討を進め，少なくとものべ２５の標的分子についての検討を完了する。こ
れにより最終的に，アレルギー，自己免疫病，がんなど主要な疾患領域
で少なくとも３つ以上のヒトで検討を進めるべき創薬対象化合物および
新医療技術を提案することを目標とする。そして平成２９年の１０年目まで
に，動物実験での検証を終えた化合物について安全性を確認し，トラン
スレーショナル・リサーチを開始する。最終的に，主要３疾患領域で
各々少なくとも１つ以上の薬剤の上市を目標とする。また全体として延
べ２０名以上の創薬医学研究者を，広く大学・企業・官庁などへテニュア
や主任研究員クラスで輩出するというものである。
このように研究開発のプロセスはもとより，その成果が製品として社
会に提供されるまでの道筋やそのために取り組み，解決すべき技術的課
題や要素技術を時間軸のマイルストーンで記した「技術ロードマップ」
で明確にし，産学双方で共有することは，技術開発の方向性や課題など
を共通認識し，共同研究はもとより，事業化までを一貫して管理してい
く基本的なツールとなる。つまり将来の市場ニーズや技術進歩の動向等
を見据えた製品開発や事業化のロードマップを産学双方が共有すること
により，産学共同研究において研究テーマの策定から基礎・応用研究，
実用化までのプロセスを一貫して管理していくことが可能となる。
また産学共同研究の取り決めの中で，研究成果の，なかでも特許など
知財化の取り扱いを予め取り決めておくことも課題となる。というのも
往々にして大学の研究者は，研究者個人レベルでは手間や時間のかかる
特許取得よりも論文や学会発表をいち早く行うことを前提に研究活動を
行い，それに対して企業は特許等の知財化を前提として研究活動に取り
組むことが多いからである。結果として産学共同研究では，企業に特許
を出願してもらい企業に特許が帰属し，発明した教官は発明者としての
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名を取るなど研究成果としての特許の取り扱いにスタンスの違いがみら
れるからである５７）。
あるいは例えば，光触媒を応用した東京大学とTOTOによる共同開
発において，基本特許を保有する大学が，先行者利得など共同開発での
インセンティブを与えるためTOTOに独占的実施権を与え，その後広
く希望する企業に特許を開放し，様々な分野に光触媒の技術を浸透させ
るという研究成果の取り扱いを双方が取り決めた。こうした取り決めに
より，TOTOサイドでの抗菌タイルの年間売上高が８０億円に成長する
など同社の事業に貢献するとともに，光触媒技術の他産業への波及効果
がもたらされた５８）。このケースにみられるように，研究成果に対する特
許戦略の取り決めが，パートナーや産業界への波及効果として大きな影
響を及ぼすこととなる。
したがって産学共同研究を進めるにあたっては，研究成果の独占的使
用を目的とするのか，ロイヤリティ収入をめざすのか，あるいは他社の
特許抵触を回避するためなのかなど特許戦略を明確にし，産学双方で研
究成果の知財化について取り決めておくことが必要となる。そのため現
在TLOなど大学で発明された研究成果を特許として組織的に管理して
いく方向にあることと合わせて，産学共同研究によりもたらされる研究
成果に対しては，一つに産学それぞれの発明した研究成果に対してはそ
れぞれの特許として出願，帰属するという取り扱いが考えられる。
その他，産学の間での互恵関係の原則に沿うとともに，企業側も出願
５７）産学連携による研究成果の知財化については，「未定」が１９．８％でみられるが，
「大学名義での知財化」（１１．３％）や「自社と大学の連名での知財化」（１６．９％）
など大学関係での知財化と比べて，予定を含めて「自社名義での知財化」が
４０．５％と，産学連携による研究成果に対しては企業単独での知財化が多く
なっている。東京商工会議所，前掲調査報告書，１１頁。
５８）耒本一茂，水上貴史「先端技術シーズの有効活用」『新規産業レポート』（大
和総研），２００５年秋号，５８～６１頁。
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相手との契約により独占的実施権を得るなど実用化に際しての問題も少
なく，また企業が特許を実用化しない場合でも，大学が出願相手の同意
を得て別の企業へ許諾することで事業化の可能性が開け，特許が死蔵し
ない点で意義をもつ共同で出願し，共有していく方法も考えられる。例
えば，京都大学とシャープの共同研究の成果の取り扱いについて，両者
が発明に関与した場合の権利は共有とし，大学の持分についてはシャー
プに優先実施権を与えるという契約を結んでいるケース，あるいはIIC
と民間５社による共同研究から生まれた研究成果の権利化については，
大学と参加企業との共有で，持分は均等にすることを予め取り決めた
ケースなどにみられる。
いずれにしても先行開発の段階からの産学共同研究にあたっては，研
究スケジュールはもとより，産出された研究成果に対する特許など知財
化を巡る取り扱いなどを予め取り決めておくことが必要となる。
 信頼関係の構築
テクノロジー・プッシュを前提とした分担型の共同関係と比べて，先
行開発の段階から事業戦略や企業ニーズを踏まえて大学の潜在的な研究
ポテンシャルを戦略的に掘り起こしていく共同研究では，開発プロセス
全体にわたって産学双方のより緊密なコミットメントや共同関係が求め
られる。とはいえ，産学共同研究に際してそれぞれが情報漏洩を懸念し，
情報や研究リソースを出し惜しみしては開発プロセスでシナジーが十分
発揮されず，結果的に思うような研究成果が得られないことから，相互
信頼の構築が課題となる。
そのためより多くの情報交流や緊密なコミットメントを長きにわたっ
て必要とする先行開発の段階からの産学共同研究にあたっては，開発プ
ロセス全体にわたる状況を的確に把握し，対応していく上で相互信頼の
構築が不可欠となる。それは，産学間で信頼関係を構築することによっ
先行開発段階からの産学共同研究のマネジメント
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て，はじめて共同研究の目的などを理解し，共同研究に必要な情報や研
究リソースが積極的に提供されるなど共同研究がスムースに展開される
と換言されよう。つまり産学間での信頼関係こそが，共同研究において
大学等の研究ポテンシャルを戦略的に活用し，その成果を企業の技術
ニーズに沿った製品開発や事業化へとスムースに結びつけていく上で不
可欠の要素となろう。なかでも新しい価値の創造をもたらす製品コンセ
プトの策定段階から産学共同研究に取り組む場合，形式的に表現しがた
い開発コンセプト５９）を理解し，共有していくためにも，産学間での
ヒューマン・コンタクトによる相互理解と信頼関係を構築していくこと
が求められる。
いずれにしても先行開発の段階からの産学共同研究にあたっては，
フェイス・ツー・フェイスを基本とした相互理解や信頼関係を構築して
いくことが，共同研究に必要な情報や研究リソースを相互に提供し合い，
研究活動をスムースに進めていく上で必要となる６０）。
５ おわりに
日本経済の活性化にあたり，科学技術的な原理に基づく新製品の開発
や新市場の開拓を図る新事業の創出が求められていた。その実現に向け
て，自前主義の他に外部の開発力を，なかでも開発リスクの高い基礎研
究に対しては，大学等の研究リソースを活用していく産学連携が注目さ
れ，共同研究など契約ベースでの産学連携による開発活動が堅調に展開
されていた。
５９）コンセプト策定の困難については，前掲拙稿，１５～１６頁を参照されたし。
６０）IICと民間５社による共同研究のテーマ策定段階からの大学の研究者と企業の
技術者との密接なフェイス・ツー・フェイスの対応により構築した信頼関係
が，「うちの技術とおたくの技術を組み合わせたらいい結果が出るのではない
か」といったより積極的な共同研究への取り組み姿勢をもたらしている。『日
経エレクトロニクス』日経BP社，２００５年１月３１日，１０５頁。
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産学連携の中で，産学双方の研究活動によるシナジーに期待する共同
研究においては，企業の開発活動で生じた開発課題に対してテクノロ
ジー・プッシュを前提に大学の研究成果を持ち帰り，開発する分担型の
共同関係の他に，先行開発の段階から産学双方がそれぞれのニーズを踏
まえて研究ポテンシャルを戦略的に活用していくために研究テーマを共
同で策定し，共同研究に取り組む統合型の共同関係がみられた。
統合型の共同研究は，研究テーマの策定段階で大学の研究ポテンシャ
ルを戦略的に活用するよう企業の開発ニーズや事業戦略との統合を図る
点に特徴をもっていた。すなわち統合型の共同研究では，市場および技
術動向を分析し，誰をターゲットに，どのような技術シーズを用いて製
品を開発し，事業化していくかを明らかにした企業の事業や開発戦略の
中で活用すべき大学の研究ポテンシャルを研究テーマ策定の先行開発の
段階で統合する点に特徴がみられた。
この先行開発の段階からの産学共同研究をスムースに展開していくに
は，表４の産学共同研究のマネジメント事項にみられるように，事業戦
略や開発コンセプトの策定主体のビジョンや信念に基づく企業の開発・
事業戦略を踏まえた共同研究の目的をまずは明確にし，共有した上で，
その目的を実現するリーダーシップの発揮が必要となっていた６１）。また
６１）産学連携に取り組む上での重要なポイントとして，「研究内容のフォーカスの
明確さ」をはじめ，「プロジェクトリーダーの適正」や「産学の役割分担の明
確さ」があげられている。経済産業研究所，前掲稿，８頁。
表４ 産学共同研究のマネジメント事項
マネジメ
ント事項
目的の
共有
ビジョン
信念
学会
展示会
得意
分野
役割
分担
共同出願
共同特許
信頼関係
相互理解
中長期
の視点
件 数 ５ １１ ６ ３ ４ ５ ２４ ３
資料）文部科学省研究振興局『イノベーション創出へ向けた技術移転事例集』２００７
年６月より作成。
先行開発段階からの産学共同研究のマネジメント
９０ （４６８）
共同研究に相応しいパートナーを探索し，アプローチしていくためにも，
開発ニーズや研究成果の情報を発信し，収集するための学会活動や展示
会など産学のマッチングシステムを整備しておくことが必要となってい
た。その他，産学共同研究でシナジーを発揮させるようそれぞれ得意分
野を保持し，それに基づく明確な役割分担に沿って共同研究を進めてい
くこと，および共同出願や共同特許等による研究成果の取り扱いやロー
ドマップなどによる研究活動の進捗管理などについて予め双方で取り決
めておくことが必要となっていた。さらに産学共同研究をスムースに遂
行していく上で，相互のコミュニケーションにより信頼関係を構築した
上で，研究目的や情報を共有し，中長期の視点から取り組んでいくこと
が基本要因となっていた。
（２０１１年１２月６日受理）
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